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2022年 10月 1日、NTTデータ
のグローバル事業と日本電信電話
（以下、NTT）の完全子会社である
NTT, Inc.のグローバル事業を統合
した新会社、NTT DATA, Inc.が発
足した。

NTTグループのビジネスユー
ザー向けグローバル事業は、これま
で主に NTT Inc.傘下の海外事業会
社 NTT Ltd.がネットワーク構築な
どの ITインフラサービスを、NTT

データがアプリケーション開発やコ
ンサルティングサービスを提供して
きた。それらを統合し、グループ一
体で事業展開をする。
新会社には NTTデータが 55%、

NTTが 45%を出資。売上高は約
180億ドルに達し、50を超える国
の 14万人あまりのスタッフで、80
か国以上のお客様へサービスを提供
することとなる。
様々な業界・企業のお客様に、コ
ンサルティング、アプリケーション
開発からデータセンター、ネット
ワーク構築、マネージドサービスま
で、ITと Connectivityを融合した

サービスをトータルで提供し、5G

や Smart Cityといった先端分野で
のビジネス推進に寄与する。
さらに、中長期的には、IOWN構

想を中核とした環境価値、社会価値
も提供可能な高度なサービスの実現
に向けて取り組む。2023年 7月に
は、NTTデータが国内事業会社を
設立し、NTTデータの持株会社の
傘下に、国内事業会社、海外事業会
社を配置する事業運営体制に移行す
る計画となっている。

近年、デジタル技術を活用したビ
ジネス変革＝デジタルトランス
フォーメーション（DX）の動きが
加速し、様々な業界・企業において、
事業成長のためのデジタル関連投資
が拡大し続けている。世の中のあら
ゆるものがネットワークに繋がり、
ネットワークを介して膨大なデータ
が流通するようになり、そのデータ
を活用して新たな価値が提供される
社会の実現が模索されている。
人々の仕事や生活の様々な場面に

IoT機器が入りこむと、家庭内であ
れば冷蔵庫が足りなくなりそうな食

材を教えてくれたり、洗濯機が洗剤
の購入時期を教えてくれたりするよ
うになる。
製造現場では、あらゆる設備に

IoT機器が組み込まれ、得られた
データをその場で処理・分析するこ
とで生産管理が行われる。一方で、
部品の供給や製品の出荷などサプラ
イチェーン全体に関わってくるデー
タは、工場内では収まらず外部との
やりとりが必要となる。つまり IoT

機器やスマートデバイスとその近く
に設置されたサーバーでデータの処
理・分析を行うエッジコンピュー
ティングと、データをセンターに集
め集中管理・処理するクラウドコン
ピューティングの組み合わせが欠か
せないようになる。
近い将来の実用化が見込まれる自

NTT データの海外事業と NTT の海外事業を統合した新会社、NTT DATA, Inc. がスタートを切った。コンサルティング
からインフラ構築までを一貫した体制で提供し、複雑化・多様化するお客様のニーズに応え、IT サービスを通じた新た
な社会価値の提供に寄与していく。

1 株式会社 NTT DATA, Inc. 設立の想い

“つくる力”と“つなぐ力”を組み合わせ、
多様化するお客様ニーズに応えていく

2022 年 10 月 1 日
NTT DATA, Inc. 誕生

株式会社 NTT DATA, Inc.

代表取締役社長 西畑 一宏氏

“つくる力”と“つなぐ力”を
融合
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動運転において重要となるのも、分
散処理と集中処理だ。クルマに組み
込まれたセンサーがデータを収集
し、何かにぶつかりそうになったら
自動でブレーキをかける、などクル
マ側で処理しなければならない部分
と、道路の混雑状況や天候の急変な
ど、外部からの情報を集め分析して
クルマに送るというセンター側での
処理が必要な部分の組み合わせに
よって、自動運転が実現する。
近年は、クラウド化が進みセン
ター側にデータを集めて集中的に処
理・分析を行うことが主流となって
いるが、これからは、それぞれのエッ
ジ＝大学のキャンパス、工場、スタ
ジアム、コンビニエンスストアなど
の店舗、といった一定の範囲内にお
いて、その場でデータを処理・分析
して活用に資するケースが確実に増
える。そして、IT企業にも、そのニー

始めたのは、1997年に遡る。NTT

法の関係で子会社を設立しての進出
となり、1999年の NTT再編時に
NTTコミュニケーションズがその
子会社を吸収合併して、NTTコミュ
ニケーションズの国際事業本部とい
う形となった。
私、西畑も 1997年にグローバル
事業を手がけた際の初期メンバーの
ひとりだ。
当時は、日系企業のグローバル化
をネットワーク面で支えるというの
が主な目的であり、展開地域もアジ
ア・太平洋地域が中心だった。
2000年には、さらなる事業拡大
を目指してアメリカの大手インター
ネット・ソリューション・プロバイ
ダー Verio社を買収し、グローバル
な IPネットワークの構築と運用、
関連サービスのグローバル企業への
提供を模索。NTTでは、2010年に

ズに対応できるような、コネクティ
ビティ技術や、人やモノからセキュ
アに情報を収集し分析するケイパビ
リティが、ますます求められる。
このような社会環境の変化を受
け、NTTデータがこれまで培って
きた、深い顧客理解と高度技術力に
よる“つくる力”と、NTT Ltd.が
持つ“つなぐ力”を組み合わせてお
客様への提供価値を高めていくこと
が、今回の取り組みの大きな狙いで
ある。

新会社について紹介する前に、こ
れまでの NTTグループおよび NTT

データのグローバルビジネスについ
て振り返っておこう。
　
NTTがグローバル事業を手掛け
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Smart City  Food & Wellness  Connected Car Smart Energy Digital Healthcare  Embedded Finance 

Cross Industry Service 

 

SI capability mainly for
consulting & AP services

Service operation in 
Edge to Cloud domain

NTT Ltd. / NTT

Revenue 
approx. $18B 

Employees 
approx.140k 

Countries/Regions 
50+ 

Provide Edge to Cloud services that leverage various client contact points & data
to create new social platforms that transcend corporate & industry boundaries.

図１　NTT DATA Inc. の概要

インフラ構築を基盤とした
NTT グループの海外事業
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南アフリカの ITサービスベンダー
Dimension Dataを買収。NTTグルー
プのネットワークサービスやデータ
センター事業に、Dimension Data

が展開するネットワーク機器やサー
バー等 IT設備の構築・運用・保守
サービスといった事業を組み合わ
せ、アジアから欧米、アフリカ、中
東、オセアニアまで世界各国の顧客
へのサービス提供を行っていた。
さらに、セキュリティ事業につい
ては、NTTコミュニケーションズ
が 2009年にドイツ企業を買収、
NTTが 2013年にアメリカのマネー
ジドセキュリティサービス企業を買
収してそれぞれに展開していたもの
を、2016年に NTTセキュリティ
として統合していた。

NTTグループ内に散らばってい
たこれらのグローバル事業を統括す
べく、2018年に中間持株会社 NTT 

Inc.を設立し、2019年には傘下に
NTTコミュニケーションズグルー
プ、Dimension Data グ ル ー プ、
NTTセキュリティグループの各グ
ローバル事業を NTT Ltd.として再
編成。ネットワークやデータセン
ターを自ら保有し、さらにお客様の
拠点にルーターやサーバー等の設備
を設置してネットワークを構築し、
運用から保守までを一貫して手掛け
る体制を整え、グローバル事業を加
速してきていた。データセンターと
ネットワークは世界のトッププレイ
ヤーと認知されるに至っている。

一方、NTTデータが本格的なグ
ローバル展開を開始したのは 2000
年代の中盤である。世界の有力 IT

サービス企業に比肩することを目指
し、当初は、ビジネスを行う地域の
カバレッジを拡大しプレゼンスを向
上するため、各国・地域において積
極的なM&Aを展開していった。
2013年に、スペインや中南米に
おいてコンサルティング、システム
インテグレーション、アウトソーシ
ングといった幅広い ITサービスを
提供する everis 社を子会社化。
2016年には、アメリカ Dell社から
北米地域でクラウドサービスやアプ
リケーション関連サービス、BPO

サービスを展開する Dell Services

部門を買収するなど、着実に面を広
げ事業規模も拡大した。
これらのグループ企業について
は、ITサービスはお客様も従業員も
地域に根付くものであるという考え
方のもと、一気に統合を図るのでは
なく、ガバナンス体制を整備しなが
ら、各国・地域の実情に合わせ、傘
下に収めた各社の自主性を重んじた
展開を進めてきた。一方、グローバ
ルに展開をするお客様に対しては、
グループ横断でシームレスな対応が
できる体制の構築も進めていった。
さらに、2010年代の終盤からは、

2025年をターゲットに Global Top 

5に入るという「Global 3rd Stage」
に向けて、各地域における事業構造
の転換や構造改革を進めた。
2021年に、everis、itelligenceを

「NTT DATA」ブランドに統合。ま
た EMEA・中南米地域においてそ
れぞれの顧客基盤や強みを活かしな
がらビジネス展開を行ってきた
NTT DATA EMEA、everis の 2 社
を傘下に配す地域統括会社 NTT 

DATA EMEALを設立し、ブランド
の確立と収益性の改善を目指すこと

とした。

NTTグループ、NTTデータ、そ
れぞれの強みを活かしたグローバル
事業を推進してきたが、近年は「One 

NTT」を掲げ、連携してアプリケー
ションから ITインフラまでを提供
できる体制も整えてきた。それを、
より一体となって効率的な事業運営
を行い、ケイパビリティと人材を結
集して複雑化・多様化するお客様の
ニーズへ対応するべく、統合するこ
ととしたのである。
統合に伴う課題に対しては、昨年
度来、グローバルビジネスの重点領
域として掲げている、“POM”、す
なわち；
・Profitability（利益率）の改善
・One NTT DATAの実現
・Market Shareの獲得
で挑んでいく。

Profitabilityの改善
利益率の改善は喫緊の課題だ。再
編前の両社のグローバル事業の利益
率は決して高いものとはいえなかっ
た。NTTデータは、ここ数年来地
域ごとに事業ドメインの見直しを進
めてきた。利益が見込めない事業か
らは撤退するなど再編を進め、北米
では効果が出てきた。さらに推し進
めていくと同時に、NTT Ltd.が手
掛けている事業についても、利益率
の改善や相乗効果が見込めない分野
を見極めていく。そのような事業に
関しては、今後再編を検討する必要
性も出てくるであろう。

各地域の有力 SI 企業を
傘下に収めてきた NTT データ

統合に伴う課題には
“POM”で挑む



49ビジネスコミュニケーション　2022  Vol.59  No.12

特 集

海外事業会社「株式会社NTT DATA, Inc.」発足！
コーポレートもGIHを新設しグローバル経営体制を強化

特 集

海外事業会社「株式会社NTT DATA, Inc.」発足！
コーポレートもGIHを新設しグローバル経営体制を強化

One NTT DATAの実現
One NTT DATAの実現は、まさ

に新会社が目指すところだ。組織や
オペレーションが一体化することに
よって、効率的な経営の実現が見込
めるのはもちろんだが、社員にとっ
てもより魅力的な組織にしていきた
い。
現状では、同じ国・地域に複数の

会社があるケースも多く、整理・統
合やそれに伴う人員の再配置などが
必要になってくることもあろう。し
かしながら、インフラからコンサル
ティングまでトータルに手掛ける会
社は世界を見渡しても他には例がな
い。社員にとっては、多様なキャリ
アパスが拡がる魅力的な職場になっ
ていくはずだ。最先端の IT分野に
おいて様々な挑戦が可能で、多くの
人たちから「働きたい」と思える職
場、Best Place to Workの実現を目

く状況が少なからず生じていた。統
合してコンタクトポイントがひとつ
になることで、お客様にとっては格
段に分かりやすくなるはずだ。
事業を着実に推進していくことは
もちろんだが、NTTデータブラン
ドを確立し認知度を高めていくこと
も含めて、Market Shareの獲得に
つなげていきたい。

IoT機器の設置、ネットワークの
構築といったインフラ系を中心に展
開してきた NTT Ltd.と、アプリケー
ション開発、アナリティクス、コン
サルティングなどを行っている
NTTデータでは、事業分野が重な
る部分は現時点ではあまり多くはな
い。顧客ベースも、一部重なってい
るところはあるものの、それぞれに

指していきたい。

Market Shareの獲得
Market Shareの獲得も引き続き

重視していく。ITサービス市場は
世界のあらゆる地域で拡大が続いて
おり、今後もさらなる成長が期待で
きる産業である。しかしながら、そ
れゆえに競争も激しく、特にアメリ
カとインドを中心とした競合企業は
強力でありその伸長も著しい。その
ような中で、存在感を確立し高めて
いくためには各国・地域において一
定程度のMarket Shareを保持して
いくことが欠かせない。
残念ながら海外では、当社のブラ
ンド認知度は日本ほどには高くない。
お客様にとっては、NTTの名の元で
複数の企業が個別に事業展開をして
いたことで、「NTTなのに違う会社
なのか？」などとお客様の混乱を招

コンサル・APサービスを
主としたSI力

インフラ領域の
サービスオペレーション力

NTT Ltd. 

NTTデータの業界知見、コンサル＋SI力とNTT Ltd.のインフラ・
マネージドサービス等のノウハウにより、フルスタックでのサービスを提供

米大手食品会社 グローバル大手製造業米大手食品会社 グローバル大手製造業

アプリケーション
コンサル
×

ITマネージドサービス

SAPアプリケーション
サービス
×

ITインフラ・NW

アプリケーション
コンサル
×

ITマネージドサービス

SAPアプリケーション
サービス
×

ITインフラ・NW

SAP・Microsoft・ServiceNow

図２　NTTデータ×NTT Ltd.：SAP/Microsoft ソリューション等

統合によってシナジーが
期待される分野
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異なるお客様に対応してきていると
いうのが実情だ。そのベースを活か
し、Edge to Cloudの実現をインフ
ラからコンサルティングまで一気通
貫でお客様に提供していくことが当
面の目標となるが、既に連携が行わ
れている分野や、両社の強みを活か
して短期的なシナジー効果が期待さ
れる分野もいくつかある。

SAP/Microsoftソリューション等
クラウドを中心とした SAPや

Microsoftなどのソリューションに
関するノウハウは、両社ともにこれ
までの経験から豊富に蓄積してい
る。しかしながら、お客様の工場内
などにサーバーやルーターを設置
し、それらをつないでクラウドに
データを集め、管理していくという、
いわばボトムアップのアプローチを
中心に手掛けてきた NTT Ltd.と、

業界に関する知見を元に、お客様が
抱える問題を ITで解決していくと
いうコンサルティングやそのための
アプリケーション開発を行ってきた
NTTデータでは、蓄積しているノ
ウハウが異なり、エンジニアの強み
も違っている。SAPやMicrosoftを
活用してインフラを整えるのが得意
なエンジニアと、それらを用いてビ
ジネスを形作っていくことが得意な
エンジニア、というイメージだ。
統合により、お互いのノウハウや
エンジニアが持つ強みをトータルで
お客様に提供できることとなる。例
えば、これまでインフラは構築でき
ているがその活用が十分に行えてい
なかったというお客様には NTT

データのコンサルティングやアプリ
ケーション開発を提供できるし、
NTTデータのコンサルティングに
よって必要な機器・設備やネット

ワークが明確化されたお客様に対し
ては、NTT Ltd.がインフラ構築を
担うことができる。
既に、グローバル製造業のお客様
に対し、既存の NTT Ltd.の顧客と
の関係を活かして、現行のインフラ
/ネットワーク層のサービス提供か
ら SAPアプリケーション層に拡張
するなど、お客様の課題解決をより
広範囲でお手伝いして成果があがっ
ているという事例や、アメリカの大
手食品会社のお客様に、SAP、
Microsoft、ServiceNowなどあらゆ
る ITシステムに対応した包括的な
アプリケーションコンサルティング
とマネージドサービスを NTTデー
タと NTT Ltd.の連合チームでワン
ストップで提供する、ということが
評価され受注できた事例も出てきて
おり、今後は連携がさらに加速され
ていくこととなろう。　

コンサル・APサービスを
主としたSI力

 

Edge to Cloudの
サービスオペレーション力

NTTデータのSI力とNTT Ltd.のインフラ構築能力の融合により
プライベート5Gを活用した進化し続けるビジネスエコシステムを構築

NTT Ltd. 

グローバル自動車会社
自動バレーパーキング

グローバル自動車会社
コネクテッド生産・物流管理

グローバル自動車会社
自動バレーパーキング

グローバル自動車会社
コネクテッド生産・物流管理

NTTデータ & NTT Ltd. の プライベート5G連携事例

P5GNW・SI・
AVPソリューション

×
マネージド

インフラサービス

コンサル・APサービス・
データ分析
×

P5GNW・MEC
マネージドサービス

P5GNW・SI・
AVPソリューション

×
マネージド

インフラサービス

コンサル・APサービス・
データ分析
×

P5GNW・MEC
マネージドサービス
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図３　NTTデータ×NTT Ltd.：プライベート 5G
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プライベート5Gの活用
高速大容量のデータ送受信が可能
な第 5世代移動通信システム（5G）
の活用は、着実に進んでいる。
例えば、日本で2020年に5Gサー
ビスがスタートし、工場内でのロー
カル 5Gネットワークの活用なども
既に進んできている。さらに、今後
プライベート 5Gサービスが開始さ
れると、学校のキャンパスやコンビ
ニ・スーパーの店舗などのプライ
ベート空間へも導入が進み、データ
の活用が加速していくとみられる。
グローバルでは、プライベート空
間での 5G活用が既に活発化してい
る地域もあり、NTTデータと NTT 

Ltd.が連携してお客様の 5Gネット
ワークの構築とそこから得られる
データの分析・活用を実現している。
グローバルに展開している自動車
会社のお客様の工場においては、

ていけるようになっていくと考えて
いる。

Smart Cityの実現
両社の強みを活かした、ローカル
ガバメントとの協業も、今後さらに
期待される分野だ。
オーストラリアのビクトリア州メ
ルボルンでは、交通渋滞の緩和策と
して、バス、電車、トラムの公共交
通機関を横断して利用できる IC

カード「myki」による交通システ
ムの整備を行った。これも、センサー
や機器の取り付けは NTT Ltd.が、
チケッティングシステムは NTT

データが担当するという、両社の連
携により実現したものだ。
さらに、コロナ禍となり、混雑し
た公共交通機関の中ではソーシャル
ディスタンスを十分に確保できない
という利用者の不安や、乗客との接

NTT Ltd.のノウハウによって 5G

ネットワークの構築や IoT機器の設
置、ネットワークへの接続から、エッ
ジコンピューティングまでを行い、
さらにクラウドに送られたデータを
NTTデータのノウハウによって分
析・活用することで、生産・物流管
理の自動化を実現している。さらに、
駐車場内に 5Gネットワークを張り
巡らせることで、無人で駐車スペー
スに車を駐車することができる、自
動バレーパーキングも提供してい
る。
いずれも、NTT Ltd.のインフラ
構築能力と NTTデータの SI力を融
合することによって実現した例であ
り、今後世界各国においてプライ
ベート 5Gの拡大が見込まれる中
で、その活用を支えるビジネスエコ
システムを構築し、お客様に多様な
サービス・ソリューションを提供し

豪ビクトリア州交通局
チケットシステム「myki」

米デトロイト市リトルシーザーズ
アリーナ混雑状況把握ソリューション
米デトロイト市リトルシーザーズ

アリーナ混雑状況把握ソリューション
豪ビクトリア州交通局
チケットシステム「myki」

両社の強みと顧客基盤を活かして様々なモノ・ヒトがつながることで
企業・業界の枠を超えた新たな社会PFや革新的なサービスを創出

Trusted Global Innovator
としてのSI力

Connectivity領域の強み
先進技術の研究開発力Ed
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NTT Ltd. 

ローカルガバメントとの協業によるSmart Cityの取り組み

AI分析・効率運営
×

スキャニングデバイス・
モバイル

AI分析・施設管理
×

NWカメラ・
チケットスキャン

AI分析・効率運営
×

スキャニングデバイス・
モバイル

AI分析・施設管理
×

NWカメラ・
チケットスキャン

図４　NTTデータ×NTT Ltd.：Smart City
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触機会が多い公共交通機関の従業員
の感染リスクを低減する必要が出て
きた。そこで、新たにトラムやバス、
駅などに 24,000台以上のスキャニ
ングデバイスを設置し、輸送状況の
モニタリングを行って利用者に混雑
状況を提供する、モバイルアプリ
ケーション「RideSpace」を構築し
展開した。
利用者は RideSpaceアプリをイン
ストールしたスマートフォン端末で
混雑状況をリアルタイムに確認した
り、切符の購入をしたりすることが
できる。公共交通機関の事業者も、
AIによるデータ分析で混雑状況を
予測し効率的な従業員配置を行うこ
とができるようになり、Withコロ
ナ時代に求められる安全な移動が実
現している。
アメリカ・デトロイトにおいては、

イベント会場の混雑状況をリアルタ
イムに把握・分析するスマートソ
リューションを試験提供している。
リトル・シーザーズ・アリーナの

入場ゲートにカメラを設置し、カメ
ラから収集する映像をスマートソ
リューションが解析することで、各
ゲートのリアルタイムの待ち行列状
況を把握し、さらに、入場チケット
の改札データを活用して、待ち時間
を予測。施設側は、現場の状況をリ
アルタイムに把握することで、混雑
回避に向けた来場者の誘導やスタッ
フの手配などを効率的に行うことが
可能となる。

このように、NTT Ltd.のインフ
ラ構築から Connectivity領域におけ
る強みや先端技術に関わる研究開発
力と、NTTデータのコンサルティ
ング力や SI力、AI分析力を融合す

ることで、つながる社会における新
たなプラットフォームの構築や革新
的なサービスが創出され、Smart 

Cityの実現に寄与するものになって
いくと考えている。

NTTデータと NTT Ltd.は、成り
立ちもこれまでのビジネス展開も異
なっており、統合が一筋縄ではいか
ない部分も出てくるであろうことは
十分に認識している。
事業展開では、すべての事業にお
いてシナジー効果が見込めるもので
はない。例えば、NTT Ltd.の手掛
ける海底ケーブル事業などは、統合
したからといってビジネスの方向性
ややり方が変わるものではない。そ
のような事業に関しては、それぞれ
のやり方で利益を出していくように
取り組んでいくべきだろう。
組織・カルチャー面を見れば、イ

ンフラの機器・設備の提供を中心に
してきた NTT Ltd.は、基本的に製
品と顧客のマトリックス組織になっ
ており、プロダクトアウト型の発想
が中心の人と顧客志向のマーケット
イン型の発想をする人が混在してい
る。一方、お客様のニーズを理解し
ソリューションを提供することを生
業としてきた NTTデータにおいて
は、お客様の業種・業界をベースと
した組織体制となっており、顧客志
向のカルチャーが根付いている。
このふたつの組織文化を融合する
のは簡単ではなく、大きなチャレン
ジとなろう。しかしながら、その方
向性は、融合であり、統一ではない
と考えている。
また、国・地域における自主性の

尊重も重要だ。ITサービス進展のス
ピードは各国で異なり、そのスピー
ドに応じて、お客様に求められる内
容も変わってくる。それぞれの状況
に応じたビジネス展開が必要であり、
それを理解し、実践できるのは地域
に根を張る組織以外にない。社員も
お客様もそれぞれの国・地域に根付
いている。本社が全てをディレクショ
ンしコントロールしようというのは
現実的ではなく、その土地・地域で
最適なアジャイルオペレーションが
行われていくべきであろう。

NTT DATA, Inc.として、本社は、
戦略の方向性を示し、サポート＆
コーチングに徹し、グローバルイン
テリジェンスをシェアし、必要に応
じた資金を投じる役割に徹するべき
ものであると考えている。
働く皆さんには、「CF、PF、BNF」

というメッセージを発信している。
Clients First、People First、そして
Boss Not First。本社の意向を気にし
て仕事をするのではなく、あくまで
もお客様第一。そして、人々にこの
会社で働きたい、ここで働いている
と将来の展望が開けると思ってもら
える組織を目指していきたい。
ひとつひとつの事業・組織は独立

しているが、NTT DATA, Inc.とし
てひとつになっている DEI（ダイ
バーシティ、エクイティ＆インク
ルージョン） of NTT DATA, Inc.の
実現が目標だ。均一的なカルチャー
を構築するのではなく、モザイクの
ように各々が輝きを放ちながらひと
つの絵を描いていけるような会社に
していきたいと考えている。

DEI of NTT DATA, Inc. の
実現に向けて


